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１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要
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１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

地球温暖化対策計画書

氏名（法人にあっては名称）
指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

2 平成18年3月31日以前

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

● 小田急グループの環境への取り組みの方向性を示した「小田急グループ環境戦略」の推進
（環境に配慮した事業活動に努めるとともに、人に、地球にやさしいサービスの提供を通じて、
  お客さまのゆたかなくらしの実現に貢献する）。

● 環境マネジメントシステムに基づいた、各事業所等におけるエネルギー使用の合理化と使用量の把握の
   徹底。

公表方法

冊 子

そ の 他

平成18年4月1日
以降

０３－３３４９－２４９９

名 称

入手方法：

特定地球温暖化対策事業所 年度

公 表 の
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ホームページで公表

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電 話 番 号

eco@odakyu-dentetsu.co.jp

指定地球温暖化対策事業所 年度

ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ 番 号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

連
絡
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電 話 番 号

計 画 の
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小田急電鉄株式会社　ＳＣ事業部　経堂コルティ

０３－５４５０－２５７１

０３－３４２５－３７２２

http://www.odakyu.jp/csrアドレス：

閲覧場所：

小田急電鉄株式会社　ＣＳＲ・広報部

０３－３３４９－２５０４

閲覧可能時間：

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

名 称
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社長

CSR・広報部長

ＳＣ事業部長（統括管理者）

成城コルティ担当推進員 他ビル担当推進

各テナント担当者

環境担当取締役

ＳＣ事業課長（技術管理者）

他ビル担当推進他ビル担当推進他ビル担当推進



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

2010 2011 2012年度 年度

年度2011 2012

2014

2015 2019年度から

年度から

　エネルギーの使用の最適化・効率化を追及し、入居テナントと一体となっ
て運用対策を実施することにより、総量削減義務以上の削減を目指す。

2010 年度まで

29

年度年度2009

2,639

削 減
目 標

　当事業所から排出される特定温室効果ガス以外のガス（その他ガス）は、
水道の使用及び下水道への排水に伴う二酸化炭素の排出が主体となってい
る。節水を行うことで、その他ガスを削減する。
節水型便器・擬似音を使用しており、トイレの節水対策は実施済みである。
今後は入居テナントに対し節水を呼びかけ、水道の使用量を計画中に１％以
上削減することを目標とする。
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節水をおこなうことで、その他ガスを原状の１％以上削減した状態を維持す
る。

年度

29



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　特定温室効果ガスの排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析
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　東日本大震災の影響により節電していたが、時間とともに節電意識が薄らいできていることから電気使用量の
増加傾向にあり、特定温室効果ガスの排出量が増加した。

1,273128

3,132 2,639 2,736

基準年度：（

算定方法：（

変更年度 変更理由

年度

２００７年度、２００８年度、２００９年度



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

1 130300 13_換気設備の運転管理
スタンダードファンから省エネベルトへ切
り替え

２００８年度

2 160200 16_建物の省エネルギー 白熱灯改修 ２００９年度 白熱灯６０ｗ×２０をＬＥＤランプへ交換

3 150200 15_照明設備の運用管理 通路照明の回路切り分け、転倒時間変更 ２００９年度

4 160200 16_建物の省エネルギー 照明設備改修 2012年度完了 ハロゲンランプからＬＥＤランプに交換

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

備 考
対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

　当社では、日頃から環境配慮の積極的な取り組みを進めており、小田急グループは環境をＣＳＲの重点分野の一
つとして捉え、持続可能な社会の実現に貢献することを経営上の重要な課題と位置づけ、「小田急グループ環境戦
略」を設定している。
　
１．事業所での省エネの取組
　設備に係る対策は計画どおり実施しており、特に共用通路の照明をハロゲンランプよりＬＥＤランプに交換する
工事を行った。また、入居テナントと環境に関する協議を行い、空調機・店内照明の点灯時間・点灯者をチェック
簿に記入することにより、全従業員に対し省エネに対する意識付けを行っており、今後は更なる温室効果ガスの排
出の抑制が見込める。

２．自然エネルギーの利用
　当ビルは、建物設計時に屋根材をガラスとして、太陽光を取り入れ昼間の照明による電力使用量を減らす工夫を
取り入れている。また、建物を外部に開放させており風の通り道を作ることで、真夏でも外気温以上にならない設
計となっており、共用部に空調機を設置しておらず、自然エネルギーを有効に活用し省エネルギー化を図ってい
る。


